
政府補助金・委託費の

年間収入に対する割合
(平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日)

当期収入合計 ２０５,６３３,８５６円

政府補助金額 １７,３４４,１１２円

委託事業金額 ３３,１０７,０１７円

補助金・委託費の当期収入合計に対する割合

２４.５％



2.事業の目的及び内容
(1)目的

(2)具体的な内容

3.交付先の公益法人の名称財団法人日本消費者協会
4.交付支出実績額 17,344千円(A)
5.補助金における管理費
(1)人件費   10,737千円   
      (2)一般管理費 千円   
(3)その他の管理費

金　額   
千円   
千円   
千円   

10,737千円   
6.外部への支出
(1)外部に再補助されているものに関する支出

支出先 金　額
千円   
千円   
千円   
千円   
千円(B)   

(2)(1)以外の支出
支出先 金　額

テスト専門委員会謝金 各委員 245千円   
テスト商品購入費 販売店 1,178千円   
科学テスト実施費 検査機関 1,696千円 　
テスター謝金 テスター 795千円   
テスト実施材料費 販売店 371千円   
簡易商品テスト実施費 販売店、検査機関等 390千円   
サービス調査検討委員謝金 各委員 120千円   
サービス調査ワーキング部会謝金 各委員 105千円   
調査旅費 旅行業者 314千円   
借室料 専門学校、消費者団体 66千円   
電話架設料 電話会社 48千円   
電話使用料 電話会社 18千円   
アルバイト賃金 相談員等 955千円   
調査票印刷費 印刷会社 41千円   
封筒代 17千円   
調査票発送･返送費 郵便局 72千円   
ホームページ作成費 ホームページ制作会社 176千円   
合　計  6,607千円   
7.その他

金　額
千円   
千円   
千円   

8.再補助の割合 0.0％(B／A)   

合　計

支出内容

内　　容

合　　計 

内　　　容

合　　　計
合　　　計

支出内容

補助金支出明細書

1.補助金の名称 平成１６年度消費者生活改善事業

(1) 商品テスト事業　環境や健康に関連した商品を取り上げ、より広く消
費生活の不安の解消に努めたり、情報技術に関連した分野の商品を取
り上げて新技術を紹介するとともに性能を比較する比較テストを10品目、
性能がキャッチフレーズ通りなのか、比較テスト商品と価格や形態が異な
る商品だが性能はどうなのかを調べる、簡易商品テスト６品目を6品目を
テストし、消費者がより豊かな生活を営め、納得した商品選択ができるよ
うに商品購入時の製品情報を提供する。
(2) サービス調査事業　「引越しサービス」、および「ペット関連サービス」
の実態を収集・調査し、問題点を整理する。あわせて契約上の注意点な
どを消費者に提供し、消費者被害の未然防止を図るようにした。
　調査は、それぞれのテーマについてトラブル110番の実施、およびモニ
ターによるアンケートを通じて行なった。

(1)商品テスト事業　技術革新の進展や大量生産方式の普及などに伴っ
て、多くの新製品が出回り、耐久消費財等の商品の機能･性能は複雑･
多様化し、生活に合わせた商品選択が困難になっている。このため、商
品の性能や安全性に関する商品テストを実施し、その結果を公表し、消
費生活の合理化及び商品の品質の向上等を図る。
(2) サービス調査事業　サービス分野においては、次々と、幅広く新しい
サービスの提供が行なわれるようになっているが、サービスの内容が消費
者に理解・定着していない場合もあり、トラブルも発生している。そこで、
各サービスの内容、トラブルなどの実態調査をし、消費者に適切な情報
を提供し、消費者保護を図る。



2.事業の目的及び内容
(1)目的

(2)具体的な内容

財団法人日本消費者協会

8,156千円

金 額

(1)人件費 660千円

(2)一般管理費 66千円

726千円

(1)外部に再補助されているものに関する支出

支出内容 支出先 金 額

(2)(1)以外の支出

支出内容 支出先 金 額
印刷製本費 印刷会社 5,500千円

梱包・発送費 運送業者 1,500千円

アルバイト賃金 アルバイト 42千円

7,042千円

0.0%

388千円

合計
6.外部への支出

消費税及び地方消費税

合　計

合　計

7.その他

内　容

合　計
8.再委託の割合

・若年者向けに、契約や訪問販売取引についての基
礎知識、悪質商法の手口とその対処方法、クーリング
オフ制度などの法律知識等を主な内容とする冊子を作
成し、高等学校の授業での活用をはじめ、広く若年者
層に配布することで情報提供を行い、トラブルの未然
防止、再発防止をはかる。

3.委託先の公益法人の名称

4.委託実績額

5.委託金における管理費

委託費支出明細書
1.委託費の名称 平成１６年度消費者啓発パンフレット等作成事業

（学校副教材用冊子）

悪質商法による消費者、特に高校生の被害未然防止
のための啓発



2.事業の目的及び内容
(1)目的

(2)具体的な内容

財団法人日本消費者協会

11,924千円

金 額

(1)人件費 660千円

(2)一般管理費 66千円

726千円

(1)外部に再補助されているものに関する支出

支出内容 支出先 金 額

(2)(1)以外の支出

支出内容 支出先 金 額
印刷製本費 印刷会社 9,702千円

梱包・発送費 運送業者 910千円

アルバイト賃金 アルバイト 18千円

10,630千円

0.0%

568千円

委託費支出明細書
1.委託費の名称 平成１６年度消費者啓発パンフレット等作成事業

（新社会人向け）

悪質商法による消費者、特に新社会人の被害未然防
止のための啓発

・若年者向けに、契約や訪問販売取引についての基
礎知識、悪質商法の手口とその対処方法、クーリング
オフ制度などの法律知識等を主な内容とする冊子を作
成し、成人式での活用をはじめ、自治体で広く若年者
層に配布することで情報提供を行い、トラブルの未然
防止、再発防止をはかる。

3.委託先の公益法人の名称

4.委託実績額

5.委託金における管理費

合計
6.外部への支出

消費税及び地方消費税

合　計

合　計

7.その他

内　容

合　計
8.再委託の割合



2.事業の目的及び内容
(1)目的

(2)具体的な内容

財団法人日本消費者協会

13,027千円

金 額

(1)人件費 2,700千円

(2)一般管理費 270千円

2,970千円

(1)外部に再補助されているものに関する支出

支出内容 支出先 金 額

(2)(1)以外の支出

支出内容 支出先 金 額
委員謝金 制作委員 184千円
会議費 飲食サービス業者 84千円

アルバイト賃金 アルバイト 132千円

制作費 ビデオ制作会社 6,000千円

ダビング費 ビデオ制作会社 1,079千円

梱包・発送費 運送業者 1,957千円

9,436千円

0.0%

621千円

委託費支出明細書
1.委託費の名称 平成１６年度消費者啓発ビデオ等作成事業

（高校生向け）

悪質商法による消費者、特に高校生の被害未然防止
のための啓発

・学校教育の現場等で活用できる内容を検討し、トラブ
ルへの対処方法等を盛り込んだ高校生向け啓発ビデ
オを作成した。これを、要望のあった全国の高等学校
や自治体、消費生活センター等に配布して、若年層の
消費者トラブルを未然に防止をはかるようにする。

3.委託先の公益法人の名称

4.委託実績額

5.委託金における管理費

合計
6.外部への支出

合　計

合　計

消費税及び地方消費税

7.その他

内　容

合　計
8.再委託の割合


